
補填費含む
千円 ％ (K)　千円 ％ 　 　 　 千円 ％ 千円 (K)　千円 ％ ％

46,448,280 48.3 42,326,653 68.2 25,829,396 27.1 24,179,730 23,279,139 35.2 37.5
人口集中 1,399,597 1.5 1,399,597 2.3 17,552,215 18.4 16,021,908 16,021,908 24.3 25.8
地区人口 495,567 0.5 495,567 0.8 16,534,620 17.3 5,542,323 5,540,823 8.4 8.9

Km 人 人 127,755 0.1 127,755 0.2 8,517,788 8.9 8,411,285 8,411,240 12.7 13.6
平成 106,403 0.1 106,403 0.2 内 8,517,145 8.9 8,410,642 8,410,597 12.7 13.6
7年(人) 3,181,792 3.3 3181792 5.1 訳 643 0.0 643 643 0.0 0.0

国 平成 70,173 0.1 70,173 0.1

12年(人) 0 0.0 0 0.0

調 744,853 0.8 744,853 1.2

1,728,921 1.8 1,728,921 2.8 11,787,508 12.3 9,645,098 9,375,344 14.2 15.1

住 11,789,984 12.3 11,435,772 18.4 1,455,394 1.5 1,455,394 1,455,394 2.2 2.3

基 内 11,435,772 11.9 11,435,772 18.4 4,002,664 4.2 3,646,726 3,315,389 5.0 5.4

人 訳 354,212 0.4 3,196,957 3.4 3,047,060 0

口 66,093,325 68.8 61,617,486 99.3
指　数 等 69,776 0.1 69,776 0.1 1,702,175 1.8 1,000 0

769,411 0.8 11,173,966 11.7 10,124,111 8,233,505 12.5 13.3
千円 千円 千円・％ 該当は 2,243,657 2.3 372,835 0.6  計 90.2 96.1

1 歳入総額 再建 過疎 1,035,837 1.1 11,268,939 11.8 5,844,251
(a) 100,365,347 96,049,426 49,023,997 交付 山村 12,852,342 13.4 229,879 0.2 229,879

2 歳出総額 低開発 新産 0 0.0 11,262,776 11.8 5,838,088
(b) 99,757,355 95,469,407 37,575,427 産炭 工特 2,793,523 2.0 内 うち補助 3,875,401 4.1 1,142,231

3 歳入歳出差引額 首都 近郊整備 242,840 0.3 うち単独 7,387,375 7.7 4,695,857 経常経費
 (a)-(b) (c) 607,992 580,019 61,243,765 　 都市整備 62,339 0.1 訳 6,163 0.0 6,163  充当一般財源総額 59,610,834
4 翌年度へ繰り越すべき 0.785 近畿 近郊整備 2,059,302 2.1
　財源 (d) 346,093 253,952 0.766 都市整備 607,992 0.6 税等総額
5 実質収支 (1) (2) 中部 近郊整備 2,155,082 2.2 88 0.0 （一般財源総額）　72,432,916
 (c)-(d) (e) 261,899 326,067 0.5 都市整備 5,064,000 5.3 (4,000,000) 95,469,407 100.0 71,896,978
6 単年度収支 (2)-(1) （6.7) (66,060,185)

(f) 76,901 64,168 9.7 96,049,426 100.0 62,060,185 100.0
7 積立金

(g) 854,725 369,034 33,561,510

8 繰上償還金 千円 ％ 千円

(h) 25,651 45 63,534,956 基準税額 649,825 0.7 649,825

9 積立金とりくずし額 X100/75 12,724,126 13.3 11,843,836

(i)   81,196 千円 ％ ％ ％ 30,654,365 32.1 16,863,506
10 実質単年度収支 16,131,878 34.7 -5.2 16,149,085 10,139,326 10.6 8,012,008
(f)+(g)+(h)-( (j) 957,277 433,247 6,414,578 2,987,709 6.4 10.9 2,033,020 482,054 442,009 0.5 155,794

20,180,761 43.4 -1.6 19,558,675 835,240 0.9 779,111
222,066 0.5 3.1 224,300 649,944 0.7 218,963
1,719,501 3.7 0.4 1,727,001 12,147,669 12.7 9,595,400

0 0.0 皆減 0 3,681,849 3.9 3,645,016
14,024,639 14.7 10,719,607

5,206,365 11.2 -2.4 1,099,256 6,163 0.0 6,163

一人当たり 内 8,854 0.0 -17.9  8,517,800 8.9 8,411,297

給緑月額 1,075,884 2.3 -1.3 1,099,256 996,452 1.0 996,452

人 円 千円 年　月　日 円 訳 4,121,627 8.9 -2.6   

2,056 378,808 778,829 H6.10.1 1,065,000
一般行政職 1,078 392,500 423,115 H6.10.1 935,000

316 354,513 112,026 H6.10.1 825,000 46,448,280 100.0 -2.2 40,791,337 482,054 95,469,407 100.0 71,896,978

234 365,009 85,412 H6.10.1 825,000 　

87 390,310 33,957 H6.10.1 750,000 報　酬 　

H6.10.1 710,000 報　酬 市 円 提供税率

2,143 379,275 812,786 H6.10.1 660,000 報　酬 市 個 　 1号法人 3,600,000 14.7/100 徴
収支額 (千円) 406,083 町 2号法人 2,100,000 14.7/100
繰入額 (千円) 2,736,264 　 3号法人 492,000 14.7/100 % % %

千円 千円 人 国 加入世帯数 (世帯) 65,709 民 人 村 4号法人 480,000 14.7/100 収
有り 2,074,301 989,447 205 保 被保険者数 (人) 119,850 　 5号法人 192,000 14.7/100
有り 3,473,051 58,909 134 会 1世帯当たり  民 6号法人 180,000 14.7/100 % % %
無し 52,572 4,699,000 32 計 保険料調定額 (円) 146,240 税 分 　 7号法人 156,000 14.7/100 率
無し 197,631 0 0 の 被保険者1人当たり 税 8号法人 144,000 14.7/100
無し 92,572 2,066 1 状 保険料調定額 (円) 80,178 　 9号法人 60,000 14.7/100 % % %
無し -111,826 1,755,967 6 況 被保険者1人当たり
無し 0 0 2 費用 (円) 194,450
無し 362,687 1,980,658 24

地 方 消 費 税 交 付 金

 

介護保険事業

公
営
事
業
の
状
況

平 成 16 年 度

決 算 状 況

交通災害共済事業
老人保健医療事業
電気事業

公共下水道事業
駐車場事業

事 業 名

都道府県名

272078コード番号

フリガナ タカツキシ

市町村名 高 槻 市

大阪府

職員数

税種地区分 Ⅱ-10

15年度交付 種　地

Ⅴ-5市町村類型

自動車運送事業
水道事業

う ち 消 防 職 員

う ち 技 能 労 務 職 員

教 育 校 務 員

臨 時 職 員

一 般 職 員

合　　　　計

市 長
助 役

法適用の有無 収支額 繰入額

議 会 副 議 長
議会議員 (36)

収 入 役

教 育 長

一　般　職　員　等 特　別　職　等

区　　　分 職員数 総給料月額
一人当たり
報酬月額 区　　分区　　分

改訂実施

(淀川右岸水防事務組合)

流域下水道組合）
 

収益事業関係

 

可処分資産額
　

指定団体の状況

事業の共同処理の状況

（名　　称）
 

(大阪府都市競艇組合)

土木関係

（安威川、淀川右岸

水防関係

収益事業収入額

債務負担行為額
　

積立金現在高

市債現在高

実質収支比率

起債制限比率（3ヶ年平均）

公債費比率

区　　分

基準財政需要額

議 会 議 長

基準財政収入額

標準財政規模

財政力指数（3ヶ年平均）
財政力指数（単年度分）

1.4/100

法人分 均等割 法人税割の
適用税率等の状況

均等割

3,000円

所得割

所得税に対
する比率
1.0

固定資産税

合　　　　　計

前 年 度 繰 上 充 当 金

決　算　額

公 債 費

諸 支 出 金

特 別 区 調 整 納 付 金

土 木 費
消 防 費
教 育 費

都 市 計 画 税

合　　　計

区　　　　分

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費
労 働 費
農 林 水 産 業 費
商 工 費

法 定 外 普 通 税
目 的 税

入 湯 税

災 害 復 旧 費

事 業 所 税

固 定 資 産 税
軽 自 動 車 税
市 町 村 た ば こ 税
特 別 土 地 保 有 税

千円

個 人 分
法 人 分

市民税

目　的　別　歳　出

区　　　分 決　算　額 構成比 対前年度増減率 超過課税分収入済額

構成比 税　等

市　　　　　税

経常収支比率

うち職員給

決　算　額区　　　分 税　等 経常一般財源

扶 助 費
公 債 費

災害復旧事業費

注）経常収支比率の算出については、平成１３年度
より、減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一般
財源と見なしてさんしゅつすることとなっている。
「補填債等除く」は、減税補てん債等を経常一般財
源から除いたものである。

歳　　　　　　　入 性　質　別　歳　出

区　　　分 決　算　額 構成比 経常一般財源 (K)の構成比

元 利 償 還 金

前年度繰上充当金
投 資 的 経 費

構成比

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金
貸 付 金

小 計 50,881,804

人 件 費

繰 出 金
交通安全対策交付金
分 担 金 ・ 負 担 金

市 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

株式譲渡所得割交付金
配 当 割 交 付 金

一時借入金利子

普 通 交 付 税

合　　計

95.1

94.0

国 庫 支 出 金 うち人件費

失業対策事業費

普 通 建 設 事 業

94.6

現年度課税分 0

市 民 税 98.8 18.8

合　　計

98.5 25.8

98.7 23.3

人　口 面積 人口密度

固定資産税

区　分

寄 附 金
繰 入 金

物 件 費

維 持 補 修 費

産　業　構　造

増減率(%)

362,270

357,438

-1.3

105.31

105.31

3,440

3,394

347,925

352,778

352,415

H17.3.31

H16.3.31

343,887

35年10月1日以降の合併状況

区　分

平成7年国調

就業人口

人・％

　

平成12年国調

就業人口

人・％

　

1,108

0.6

910

0.5

59,436 116,471

33.6 65.8

第1次産業 第2次産業 第3次産業

区　　　分
平成14年度 平成15年度

49,091 116,102

29.6 69.9

60.053.3 38,133,338 37,231,202 56.3

使 用 料

国 有 提 供 交 付 金
府 支 出 金
財 産 収 入

手 数 料

繰 越 金
雑 収 入
市 債

合　　　　　計

軽油・自動車交付金

特別地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

小 計

特 別 交 付 税

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金


	16年度

